
第 1 1期  定時株主総会

招 集 ご 通 知
freee株式会社
Code:4478

パソコン・スマートフォン・タブレット
端末から招集ご通知がご覧いただけます

https://s.srdb.jp/4478/

開催日時 2023年9月28日（木曜日）午前10時
※午前9時30分よりログイン可能となる予定です。

開催方法 バーチャルオンリー株主総会とします。
下記のウェブサイトにアクセスのうえ、 
4頁に記載の「バーチャルオンリー株主
総会に関するご案内」をご確認のうえ、
ご出席ください。
株主総会ウェブサイト
（https://web.sharely.app/login/freee-11）

決議事項 第1号議案　  取締役（監査等委員であ
る取締役を除く。）4名選任
の件

第2号議案　  監査等委員である取締役
3名選任の件

第3号議案　  監査等委員である取締役
に対する譲渡制限付株式
報酬制度の一部改定の件

目  次 第11期定時株主総会招集ご通知   P1
株主総会参考書類    P 9
事業報告    P 18
連結計算書類    P 4 0
計算書類    P 6 0
監査報告    P 7 1

法令及び当社定款第1 5条第2項に基づき電子提供
措置事項から一部を除いた書面をご送付しておりま
す。ご送付している書面の目次、項番、参照頁の記載
は電子提供措置事項と同一となっておりますので、ご
了承ください。





　株主の皆さまには、平素よりご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　当社グループは「スモールビジネスを、世界の主役に。」をミッションに掲げ、日本で唯一の「統合型経営プ
ラットフォーム」を開発・提供しています。当社が掲げる「統合型」においては、従来別々に存在していた業
務やデータをフロントオフィスからバックオフィスまで一気通貫させ、複雑な経営をシンプルにしながら、
スモールビジネスが専門家や取引先とつながるプラットフォームを目指していくことで、だれもが自由に経
営を行える世界を実現していきます。
　当連結会計年度においては、「freee会計」「freee人事労務」をはじめとするサービスの進化に注力すると
ともに、クラウド会計ソフトと一体型で使える販売管理サービス「f reee販売」や、まず導入していただきや
すいプロダクトとして、インボイス制度や電子帳簿保存法改正に対応した「freee経理」「freee請求書」など
の提供を開始しました。
　また、当社グループのサービスとシナジーを発揮し、「統
合型経営プラットフォーム」を強化するサービスを開発・提
供する2社のグループジョインや、営業体制の強化と多様な
マーケティングの展開、会計事務所とのパートナーシップ強
化に向けた取り組み等により、より進化した統合体験を、よ
り多くのお客さまに届ける体制の構築に注力いたしました。
当社グループのサービスは、2023年6月末時点で45万を超
えるお客さまにご利用いただいております。従業員数もグ
ループで1,299名までに成長しております。
　改めて、株主様やユーザー様、お取引先様をはじめとする
すべての皆さまの日頃のご支援に心より感謝申し上げます。
　今後はさらにスピード感をもってより幅広い統合体験の
提供を進め、スモールビジネスに携わるすべての方が自分ら
しく自信をもって経営できる世界の実現に向けて、グループ
一丸となって取り組んでまいります。
　株主の皆さまには引き続き格別のご支援を賜りますよう
お願い申し上げます。

株主の皆さまへ

freee株式会社　共同創業者 兼 CEO
佐々木 大輔



証券コード 4478
2023年９月８日
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（電子提供措置の開始日 2023年９月５日）
株 主 各 位

東京都品川区大崎一丁目２番２号

フ リ ー 株 式 会 社
代表取締役 佐々木 大輔

第11期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第11期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会は当社定款の定めに基づき、インターネット上のみでの開催とする場所の定めのな

い株主総会（以下「バーチャルオンリー株主総会」という。）といたします。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。

【当社ウェブサイト】
https://corp.freee.co.jp/ir/stock/
また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

【東京証券取引所ウェブサイト】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コード（4478）を
入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日バーチャルオンリー株主総会にご出席されない場合は、書面又はインターネットに
より議決権を行使することができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参
考書類をご検討のうえ、2023年９月27日（水曜日）午後６時30分までに到着するよう、議決
権行使書用紙に賛否をご記入いただきご返送くださるか、又は、インターネット等により議決権
を行使していただきますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
1. 開 催 日 時 2023年９月28日（木曜日）午前10時

※通信障害等の発生により、バーチャルオンリー株主総会を上記日時に開会
することが困難な場合は予備日である2023年９月29日（金曜日）午前10
時より開催いたします。

※いずれも午前９時30分からログイン可能となる予定です。
※当社が予備日に開催することとした場合は、当社ウェブサイト
（https://corp.freee.co.jp/ir/stock/）で、2023年９月28日午前11時ま
でにお知らせします。

2. 開 催 方 法 バーチャルオンリー株主総会とします。下記のウェブサイトにアクセスいただ
き、４頁に記載の「バーチャルオンリー株主総会に関するご案内」をご確認の
うえ、ご出席ください。
株主総会ウェブサイト（https://web.sharely.app/login/freee-11）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第11期（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）事業報告、連結

計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結
果報告の件

２．第11期（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）計算書類の内容
報告の件

決 議 事 項 第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度の

一部改定の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎通信障害等により、本総会の議事に著しい支障が生じる場合は、議長が本総会の延期又は続行を決定することができ
ることとするため、その旨の決議を本総会の冒頭において行うことといたします。当該決議に基づき、議長が延期又
は続行の決定を行った場合には、上記記載の予備日である2023年９月29日（金曜日）午前10時より、本総会の延会
又 は 継 続 会 を 開 催 い た し ま す。そ の 場 合 は、 速 や か に イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://corp.freee.co.jp/ir/stock/）でお知らせいたします。

◎本総会の議事における情報の送受信に用いる通信の方法は、インターネットによるものとします。
◎議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱います。
◎書面又はインターネットにより事前に議決権を行使された株主様が本総会に出席し、重複して議決権を行使された場
合は、本総会において行使された内容を有効なものとして取り扱います。本総会において議決権を行使されなかった
場合は、書面又はインターネットにより事前に行使された内容を有効なものとして取り扱います。

◎代理人による出席を希望される株主様は、法令及び定款の定めに従い、議決権を有する他の株主様１名に委任いただ
くようお願いいたします。手続きの詳細に関しましては、４頁以下の「バーチャルオンリー株主総会に関するご案
内」をご参照ください。

◎書面交付請求された株主様へご送付している書面には、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、下記の事項
を記載しておりません。したがって、監査等委員及び会計監査人が監査した書類は、当該書面のほか、各ウェブサイ
トに掲載している下記の事項となります。
●事業報告
企業集団の現況に関する事項
事業の経過及びその成果
対処すべき課題
財産及び損益の状況
主要な事業内容
主要な営業所
従業員の状況
主要な借入先の状況

株式に関する事項
新株予約権等に関する事項
会社役員に関する事項
社外役員に関する事項

会計監査人に関する事項
業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
剰余金の配当等の決定に関する方針

●連結計算書類
●計算書類
●監査報告

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
◎本総会の決議結果につきましては、書面による決議通知の発送に代えて、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://corp.freee.co.jp/ir/stock/）に掲載させていただきます。
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バーチャルオンリー株主総会に関するご案内

本総会は、『バーチャルオンリー株主総会』です。株主様が実際にご来場いただく会場はございま
せんので、以下のとおりご案内申し上げます。

１．当日のご出席方法
（１）開催日時：2023年９月28日（木曜日）午前10時

※通信障害等が発生した場合には、予備日である2023年９月29日（金曜日）午前10時より、
本総会を開催いたします。

※いずれも午前９時30分からログイン可能となる予定です。

（２）アクセス方法
接続先：https://web.sharely.app/login/freee-11

①上記のURLをご入力いただくか、右記のQRコードを読み込み、アクセスしてください。
②接続されましたら、議決権行使書に記載されている「株主様の株主番号（議決権行使書のロ
グインID欄に記載の８桁の数字）」「株主様の郵便番号」及び「保有株式数」を、画面表示に
したがって入力しログインしてください。

※「QRコード」は㈱デンソーウェーブの登録商標です。
※ログインに関するご不明点については、下記URLよりヘルプページをご参照いただけます。
https://sharely.zendesk.com/hc/ja/articles/360051199914

（３）当日質問の方法
・ログイン後、議長の指示にしたがって、視聴画面下部の「質問」ボタンより本総会の目的事
項に関する質問内容をご入力ください。

・当日の質問は、株主総会が開会されたら入力可能となります。
・お一人様１問、150文字までとさせていただきます。
・株主総会の進行上の都合やご質問内容により、全ての質問にご回答することが難しい場合、
多くの株主様にご関心があると思われる質問などを中心にご回答させていただく予定です。

（４）動議の提出方法
ログイン後、議長の指示にしたがって、視聴画面下部の「動議」ボタンより動議の種類を選択
し、動議の内容をご入力いただき、ご送信ください。
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（５）議決権の行使方法
・ログイン後、議長の指示にしたがって、視聴画面下部の「決議」ボタンより賛否をご入力く
ださい。

・書面又はインターネットによる事前の議決権行使を行った株主様が当日出席された場合
①当日の議決権行使を確認できた時点で、事前の議決権行使を無効とします。
②当日の議決権行使が確認できなかった場合、事前の議決権行使を有効とします。

２．事前質問の方法
アクセス先URL
接続先：https://web.sharely.app/e/freee-11/pre_question

以下の期間で事前質問をお受けいたしますので、「１.（2）アクセス方法」にしたがってログ
インし、事前質問受付サイトより本総会の目的事項に関する質問内容をご入力ください。
受付期間：2023年９月６日（水曜日）0:00～2023年９月20日（水曜日）23:59
※お一人様１問、150文字までとさせていただきます。
※全ての事前質問にご回答することが難しい場合、多くの株主様にご関心があると思われる
質問などを中心に、総会当日ご回答させていただく予定です。

３．代理人による出席方法
議決権を有する他の株主様１名を代理人として、本総会にご出席いただけます。
ご希望の株主様は、株主総会に先立って当社に「代理の意思表示を記載した書面（いわゆる

委任状）」のご提出が必要になりますので、以下の提出先までご送付ください。委任状の様式
その他必要情報については、「４. 各種お問い合わせ先」の該当の窓口までお問い合わせくだ
さい。
＜代理人に関する書類の提出先＞
〒141-0032 東京都品川区大崎1-2-2 アートヴィレッジ大崎セントラルタワー 21階
株主総会担当者宛

＜ご提出期限＞
2023年９月27日（水曜日）午後６時30分 必着
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４．各種お問い合わせ先
お問い合わせ内容 窓口 ご連絡先

当日のログイン等に関す
るお問い合わせ

コインチェック株式会社
Sharely事業部
freee株主総会担当者

03-6416-5286
受付時間
2023年９月28日（木）
９:00～株主総会終結の時まで

その他株主総会全般に関
するお問い合わせ
（代理人による出席方法
含む）

フリー株式会社
株主総会担当者 freee-sokai@freee.co.jp

以 上

注意事項

● 通信障害等への対策として、主回線に加え、予備回線を用意するほか、本総会の冒頭にて通信障害等が発生
した場合における延期又は続行の決議を行うことを予定し、また、予備日を設定する方針としております。

● バーチャルオンリー株主総会へのご出席が容易となるよう、スマートフォン端末からも利用可能な専用ウェ
ブサイトを用意し、その利便性を高めるよう努めておりますが、同ウェブサイトからのご出席が困難な株主
様には、書面による事前の議決権行使をご推奨申し上げる方針としております。

● 視聴される株主様の通信環境の影響により、ライブ配信の映像・音声の乱れ及び一時中断などの通信障害、
並びに送受信に軽微なタイムラグが発生する可能性がございます。

● ご視聴いただく際の接続料金及び通信料等は株主様のご負担となります。
● スマートフォンやパソコン等で視聴動画画面を大画面表示にした際、当日に決議する内容が見えにくくなる

可能性がございますので留意ください。
● 映像や音声データの第三者への提供や公開での上映、転載・複製及びログイン方法を第三者に伝えること、

またライブ配信の模様を撮影することはお控えください。
● その他配信システムに関するご不明点に関しましては、下記FAQサイトを確認ください。

https://sharely.zendesk.com/hc/ja/sections/360009585533



インターネットによる事前の議決権行使について
インターネットにより議決権を行使される場合は、以下の事項をご確認のうえ、行使していただきますようお願い申し上げます。

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、
「ログインID」及び「仮パスワード」が入力不要でログインいただけます。

QRコードを読み取る方法

1 QRコードを読み取る
お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書用紙副票（右側）に�
記載の「ログイン用QRコード」を読み取る
※�「QRコード」は㈱デンソーウェーブの登録商標です。

「ログイン用QRコード」は
こちら

議決権行使書用紙副票（右側）

3 各議案の賛否を選択
画面の案内にしたがって
各議案の賛否を選択

画面の案内にしたがって行使完了です。

2 議決権行使方法を選ぶ
議案賛否方法の
選択画面が表示されるので、
議決権行使方法を選ぶ
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議決権行使ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

1
ログインID・仮パスワードを入力する方法

議決権行使ウェブサイトにアクセスする

以降は画面の案内にしたがって
賛否をご入力ください。

「次の画面へ」を
クリック

2 お手元の議決権行使書用紙の
副票（右側）に記載された「ログインID」
及び「仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

3 「新しいパスワード」と「新しいパスワー
ド（確認用）」の両方に入力

「送信」をクリック
システム等に関するお問い合わせ

ヘルプデスク（三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部）

0120-173-027
（通話料無料／受付時間 9:00～21:00）

議決権行使に関するよくあるご質問
書面とインターネット等の両方で
議決権行使をした場合どちらが有効ですか？
インターネット等による議決権行使の内容を
有効として取扱わせていただきます。

Q

A

インターネット等により複数回にわたり
議決権を行使した場合、全て有効ですか？
複数回にわたり議決権を行使された場合は、
最後に行使された内容を有効とさせていた
だきます。

Q

A

2023年9月27日（水曜日）午後6時30分まで議決権行使期限
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株主総会参考書類
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議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（４名）は、本定時株主総会終

結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役４名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案について監査等委員会において検討がなされましたが、特段の意見はありませんでした。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者番号
さ さ き だい すけ

佐々木 大輔（1980年９月18日生）
再 任

■所有する当社の株式数 11,044,662株１
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2004年４月 ㈱博報堂入社
2006年７月 CLSAキャピタルパートナーズジャパン㈱

入社
2007年５月 ㈱ALBERT入社
2008年５月 グーグル㈱（現 グーグル合同会社）入社
2012年７月 当社設立 代表取締役CEO（現任）
2018年10月 フリーファイナンスラボ㈱ 取締役

2020年４月 国立大学法人 一橋大学 経営協議会委員
（現任）

2021年４月 フリーサイン㈱ 取締役（現任）

（重要な兼職）
フリーサイン㈱ 取締役
国立大学法人 一橋大学 経営協議会委員

■取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
佐々木大輔氏は、2012年の当社設立以来、当社の代表取締役として経営の指揮を執り、当社の持続的成長に貢献しました。今後

も、同氏が持つ創業者としての理念と強力なリーダーシップにより、当社グループの企業価値向上に向けた貢献が期待できると判断
し、引き続き取締役候補者としました。
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候補者番号
とう ご すみ と

東後 澄人（1981年３月19日生）
再 任

■所有する当社の株式数 914,364株２
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2005年４月 McKinsey & Company Inc. Japan入社
2010年２月 グーグル㈱（現 グーグル合同会社）入社
2013年７月 当社入社
2013年９月 当社取締役

2018年６月 当社取締役CFO
2020年３月 フリービズ㈱ 代表取締役
2020年４月 ウェルスナビ㈱ 社外取締役（現任）

2022年10月 当社取締役CPO（現任）

（重要な兼職）
ウェルスナビ㈱ 社外取締役

■取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
東後澄人氏は、2013年に当社取締役に就任して以来、当社の取締役として経営に関与し、CFO就任後は、当社の財務戦略を統括

し、当社の持続的成長に貢献しました。また、2022年10月のCPO就任以降は、当社のプロダクト戦略を統括・牽引しており、その
実績と経験を活かし、当社のさらなる企業価値向上の実現が期待できることから、同氏を引き続き取締役候補者としました。

候補者番号
よこ じ りゅう

横路 隆（1984年８月24日生）
再 任

■所有する当社の株式数 2,042,662株３
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2010年４月 ソニー㈱（現 ソニーグループ㈱）入社
2012年７月 当社設立 取締役
2015年９月 当社執行役員CTO

2021年９月 当社取締役CTO（現任）

■取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
横路隆氏は、2012年の当社設立以来、共同創業者としてプロダクト開発を牽引し、当社の持続的成長に貢献しました。その実績

と経験を活かし、当社のさらなる企業価値向上の実現が期待できることから、同氏を引き続き取締役候補者としました。
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候補者番号

ユミ ホサカ クラーク（1969年12月29日生）
再 任

■所有する当社の株式数 0株
４
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1995年５月 Navteq 入社
1997年６月 Autodesk, Inc. 入社
1999年８月 eCIRCLES.com 入社
2000年９月 Adobe Systems, Inc. 入社
2003年１月 eBay, Inc. (PayPal, Inc.) 投資買収本部ビ

ジネスオペレーション部長 兼 国際展開プロ
ダクト部長

2007年11月 Intuit, Inc. ペイメント本部開発部長
2015年１月 Capital One, Inc. コンシューマ資金移動

本部長、スモールビジネス新規プロダクト開
発本部長

2018年６月 ビザ・ワールドワイド・ジャパン㈱ プロダ
クト＆ソリューション日本本部長

2018年９月 ㈱Paidy 社外取締役
2021年３月 Quicken Inc. 統合金融サービス本部長
2021年９月 当社社外取締役（現任）
2023年６月 OPN Holdings Co.,Ltd.

Chief Transformation Officer（現任）

（重要な兼職）
OPN Holdings Co.,Ltd.
Chief Transformation Officer

■社外取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
ユミ ホサカ クラーク氏は、海外フィンテック企業の要職を歴任しており、伝統的な金融ネットワークと最新のアプリをつなぐ開

発や開発後のスケールアップについて、豊富な経験を有しております。また、スモールビジネスセグメントに対するビジネス経験
や、投資・企業買収に関する経験も豊富であり、取締役会においては積極的に当社プロダクトやビジネス、投資等に関する幅広い助
言を行っております。引き続き、客観的かつグローバルな視点での、当社経営に対する適切な助言を期待し、同氏を社外取締役候補
者としました。

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. ユミ ホサカ クラーク氏は社外取締役候補者であります。また、当社は同氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届出

ており、本議案が承認可決された場合、届出を継続する予定であります。
3. 当社はユミ ホサカ クラーク氏との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を金

100万円又は同法第425条第１項に定める額のいずれか高い額に限定する契約を締結しており、同氏が再任された場合に
は、当該契約を継続する予定であります。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となっ
た職務の遂行について善意かつ重大な過失が無い場合に限られます。

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者である役員等
がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該
保険契約により填補することとしております。全ての候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。ま
た、次回更新時には同内容で更新を予定しております。

5. ユミ ホサカ クラーク氏は、社外取締役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由によ
り、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

6. ユミ ホサカ クラーク氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は本定時株主総会終結の時をもって2年でありま
す。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
監査等委員である取締役３名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いしたいと存じます。なお、本議案につきましては

監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は、次のとおりです。

候補者番号
ない とう よう こ

内藤 陽子（1978年10月31日生）
再 任

■所有する当社の株式数 3,867株1
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2001年４月 明光ナショナル証券㈱（現 SMBC日興証券

㈱）入社

2004年12月 新日本監査法人（現 EY新日本有限責任監
査法人）入所

2018年９月 当社 社外監査役

2018年10月 フリーファイナンスラボ㈱ 監査役（現任）
2021年４月 フリーサイン㈱ 監査役（現任）
2021年９月 当社 社外取締役（監査等委員）（現任）
2022年11月 公益社団法人日本監査役協会 監事（現任）

（重要な兼職）
フリーファイナンスラボ㈱ 監査役
フリーサイン㈱ 監査役
公益社団法人日本監査役協会 監事

■監査等委員である社外取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
内藤陽子氏は、公認会計士としての深い知見を有しています。同氏は、2018年から当社の常勤監査役、2021年から常勤監査等委

員として、経営会議やリスク管理委員会等の社内の重要会議への出席、役職員へのヒアリングなど、積極的に当社の業務執行に関す
るモニタリングを行っております。独立した客観的な立場から、当社の経営に対する実効性の高い監督等に十分な役割を果たすこと
が期待できると判断し、同氏を引き続き監査等委員である社外取締役候補者としました。
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候補者番号
あさ だ しん じ

浅田 慎二（1977年７月７日生）
再 任

■所有する当社の株式数 2,999株２
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
2000年４月 伊藤忠商事㈱入社
2015年３月 ㈱セールスフォース・ドットコム（現 ㈱セ

ールスフォース・ジャパン） 入社
2018年２月 同社 執行役員
2019年２月 同社 常務執行役員
2020年３月 同社 退職

2020年４月 One Capital㈱ 代表取締役CEO（現任）
2020年７月 ㈱スマレジ 社外取締役（現任）
2020年９月 当社 社外取締役
2020年10月 projection-ai㈱ 代表取締役（現任）
2021年９月 当社 社外取締役（監査等委員）（現任）
2022年５月 スタリク㈱ 代表取締役（現任）

（重要な兼職）
One Capital㈱ 代表取締役CEO
㈱スマレジ 社外取締役
projection-ai㈱ 代表取締役
スタリク㈱ 代表取締役

■監査等委員である社外取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
浅田慎二氏は、長年にわたるSaaS業界における豊富な知見を有しております。また、同氏は、当社の社外取締役（監査等委員）

として、経営戦略や投資、ガバナンス等について幅広い提言を積極的に行っております。同氏は、独立した客観的な立場から、当社
の経営に対する実効性の高い監督等に十分な役割を果たすことが期待できると判断し、同氏を引き続き監査等委員である社外取締役
候補者としました。
なお、浅田慎二氏が以前在籍していた、セールスフォースドットコムとの取引額は当社の連結売上高の1.9％（同社から見た当社

との取引額は連結売上高の１％未満）であり、同社が提供するサービスの性質を踏まえると、当該取引は僅少であることから、同社
は当社の主要な取引先には該当せず、同氏は一般株主と利益相反の生ずるおそれのない独立性を有するものと判断しております。
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候補者番号
ひら の まさ お

平野 正雄（1955年８月３日生）
新 任

■所有する当社の株式数 ０株３
■略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
1980年４月 日揮㈱（現 日揮ホールディングス㈱）入社
1987年11月 McKinsey & Company Inc. 入社
1998年７月 同社ディレクター 日本支社長
2007年11月 カーライル・ジャパン・エルエルシー

マネージングディレクター 日本共同代表
2012年１月 ㈱エム・アンド・アイ 代表取締役社長（現

任）
2012年４月 早稲田大学 大学院経営管理研究科 教授

（現任）

2015年５月 デクセリアルズ㈱ 社外取締役
2017年６月 ㈱LITALICO 社外取締役
2019年３月 ㈱ユーザベース 社外取締役
2019年３月 ㈱プレイド 社外取締役（現任）

（重要な兼職）
㈱エム・アンド・アイ 代表取締役社長
早稲田大学 大学院経営管理研究科 教授
㈱プレイド 社外取締役

■監査等委員である社外取締役候補者とする理由及び期待する役割の概要
平野正雄氏は、長年にわたる経営コンサルタントや大学（ビジネススクール）教授としての企業経営における深い知見を有してお

ります。また、同氏は、事業会社、コンサルティング会社、投資ファンドにおける経営者としての豊富な経験を有しており、独立し
た客観的な立場から、当社の経営に対する助言や実効性の高い監督、コーポレートガバナンスの強化等に十分な役割を果たすことが
期待できると判断し、同氏を監査等委員である社外取締役候補者としました。

（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 内藤陽子氏、浅田慎二氏及び平野正雄氏は社外取締役候補者であります。また、当社は内藤陽子氏及び浅田慎二氏を株式

会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、各氏の選任が承認された場合は、各氏を引き続き独立
役員として届け出る予定であります。また、平野正雄氏についても、独立役員として指定し、同取引所に届け出る予定で
あります。

3. 当社と内藤陽子氏、浅田慎二氏は、会社法第427条第１項の規定に基づく、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円又は会社法第425条第１項に定める
額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった
職務の遂行について善意かつ重大な過失が無い場合に限られます。各氏の再任が承認された場合は、各氏との当該契約を
継続する予定であります。また、平野正雄氏の選任が承認可決された場合は、同氏との間で同様の契約を締結する予定で
あります。

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者である役員
等がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を
当該保険契約により填補することとしております。全ての候補者は当該保険契約の被保険者に含められることとなります。
また、次回更新時には同内容で更新を予定しております。

5. 内藤陽子氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総
会終結の時をもって２年となります。

6. 浅田慎二氏は、現在当社の監査等委員である社外取締役であり、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ
て３年、監査等委員である社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

7. 内藤陽子氏は、社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由
により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。
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第3号議案 監査等委員である取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度の一部改定の
件

当社は、2021年９月29日開催の第９期定時株主総会において、監査等委員である取締役（以下「対象取締
役」という。）に対して、株主の皆様との価値共有により、当社の企業価値の毀損の防止及び信用維持へのイン
センティブを付与することを目的として、譲渡制限付株式報酬制度（以下「本制度」という。）に基づく譲渡制
限付株式報酬を付与するために、年額１千５百万円以内及び年3,000株以内の範囲内で金銭報酬債権を支給する
ことについて、ご承認いただいております。
今般、本制度について、在任期間中を通じた当社の企業価値の毀損の防止及び信用維持へのインセンティブを

より高めることを目的として、以下のとおり、対象取締役と締結する割当契約の内容のうち、役務提供期間等に
関する条件を一部改定いたしたく存じます。
なお、譲渡制限付株式の付与のための報酬枠、対象取締役が発行又は処分を受ける当社の普通株式の総数及び

譲渡制限付株式の付与に際しての１株あたりの払込金額の考え方について変更はありません。また、各対象取締
役への具体的な支給時期及び配分については、監査等委員である取締役の協議により決定することといたしま
す。
なお、第２号議案が原案どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は３名（うち社外取締役３名）

となります。

【本制度の内容】
（1）本制度の概要

対象取締役は、原則として毎年、取締役会決議に基づき、本議案により支給される金銭報酬債権の全部を
現物出資財産として払い込み、当社普通株式について発行又は処分を受けます。
当社普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で譲渡制限付株式割当契約（以下

「本割当契約」という。）を締結し、対象取締役は本割当契約により割当てを受けた当社普通株式（以下「本
割当株式」という。）について、本割当株式の交付日から一定の期間（以下「譲渡制限期間」という。）中
は、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならないものとします。本割当契約の内容の概要は以下（4）
のとおりです。

（2）本制度に係る金銭報酬債権の総額及び株式総数の上限
本制度に基づき対象取締役に支給する金銭報酬債権の総額は年額１千５百万円以内、対象取締役が発行又

は処分を受ける当社普通株式の総数は年3,000株以内といたします。ただし、上限を超えるおそれがある場
合には、当該上限を超えない範囲で、各対象取締役に対して交付する株式数を按分比例等の合理的な方法に
より減少させることといたします。また、本議案が承認可決された日以降、当社普通株式の株式分割（当社
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普通株式の無償割当てを含む。）又は株式併合が行われた場合その他譲渡制限付株式として発行又は処分を
される当社普通株式の総数の調整が必要な事由が生じた場合には、当該総数を合理的な範囲で調整いたしま
す。

（3）１株当たりの払込金額
本割当株式の１株当たりの払込金額は、株式の割当てに関する取締役会決議の日の前営業日における東京

証券取引所における当社普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の
終値）等を基礎として対象取締役に特に有利な金額とならない範囲で、取締役会において決定いたします。

（4）本割当契約において定める内容の概要
① 譲渡制限期間

譲渡制限期間は、３年間とする。
譲渡制限期間中、対象取締役は本割当株式について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならな

い。
② 譲渡制限の解除

対象取締役が本割当契約に基づき割当てを受けた日から当該割当てを受けた日を含む期に係る定時株主
総会の終結の時までの期間（以下「役務提供期間」という。）、継続して当社の取締役その他当社取締役会
で定める地位にあったことを条件として、本割当株式の全てについて、譲渡制限期間の満了日（ただし、
満了日前に対象取締役が正当な理由により当該地位を喪失した場合は当該喪失の直後の時点）に、譲渡制
限を解除する。ただし、対象取締役が、役務提供期間中に、当社取締役会が正当と認める理由により当社
の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失した場合は、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲
渡制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、当社は、譲渡制限期間満了
時においてなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

③ 譲渡制限付株式の無償取得
当社は、対象取締役が、役務提供期間中において、当社の取締役会が正当と認める理由によらず、当社

の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失した場合には、当該時点で本割当株式の全部を当然に無
償で取得する。

④ 組織再編等における取扱い
当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又

は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会（ただし、当該組織再編等に関して当
社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締役会）で承認された場合には、当社の取
締役会の決議により、合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発生日に先立ち、
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譲渡制限を解除する。なお、当社は、譲渡制限が解除された直後の時点においてなお譲渡制限が解除され
ていない本割当株式を当然に無償で取得する。

⑤ その他取締役会で定める事項
本制度に係るその他の内容については取締役会で定め、当該事項を本割当契約の内容とする。

【本制度の改定が相当である理由】
今回の改定は、在任期間中を通じた当社の企業価値の毀損の防止及び信用維持へのインセンティブをより高

めることを目的とした所要の変更であり、第９期定時株主総会にてご承認いただいた制度内容の本質的な変更
に関わるものではないため、相当であると考えております。
また、当社は、第９期定時株主総会の同日の取締役会において「取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方
針」を改定しておりますが、本議案をご承認いただくことを条件に、当該方針を本議案に沿う内容に変更する
ことを予定しております。
2021年の本制度の導入時と同様に、当社は、自社株報酬について、株主と目線を合わせる観点からも有効

なインセンティブであると考えております。また、当社の監査等委員の職責は監査業務に限定されるものでは
なく、取締役としての経営判断も期待されていることから、その割合が金銭報酬に比して過度に高くない限
り、監査等委員である取締役に対して業績条件の付されていない自社株報酬を付与することは、適切であると
考えております。
本譲渡制限付株式の払込金額は引き続き特に有利とならない範囲の金額とし、本制度により対象取締役が発

行又は処分を受ける当社普通株式の上限数（年3,000株）は、当社発行済株式総数57,875,116株（2023年６
月30日現在）の約0.005％に相当し、希釈化率も軽微であることから、本制度の改定は相当なものであると判
断しております。

以 上
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１. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当社グループは、スモールビジネス（注１）向けのクラウド会計ソフトとクラウド人事労務ソフトの
TAM（注２）について、合計で約1.2兆円（注３）と推計しております。一方、会計ソフトを利用してい
る従業員1,000人未満の中小企業及び個人事業主のうちクラウド会計ソフトの普及率は34.3％に留まるな
ど（注４）、クラウドERP市場における普及率の上昇余地は大きく残されていると認識しております。当社
グループは「スモールビジネスを、世界の主役に。」をミッションに掲げ、「だれもが自由に経営できる統
合型経営プラットフォーム。」の実現を目指してサービスの開発及び提供をしております。
当連結会計年度においては、当社グループは、ミッションの実現に向けて、主要サービスである

「freee会計」及び「freee人事労務」の機能改善に向けた開発投資を実施しました。また、販売管理業務
を一元管理できる「freee販売」を新たにリリースしました。 2023年10月から開始するインボイス制度
に向けた施策として、インボイス制度に対応した請求書を無料で作成できる「freee請求書」をリリース
したほか、インボイス制度に対応したサービスの拡充を図るため、請求書の受取・仕訳・保管を自動化す
るサービス等を展開するsweeep株式会社を完全子会社化しました。さらに、企業の情報システム部門向
けのSaaSアカウント管理ツール「Bundle」を提供するWhy株式会社を完全子会社化いたしました。
このような取り組みの結果、当連結会計年度末におけるプラットフォーム事業（注５）のARR（注６）

は前連結会計年度末比36.7％増の20,579百万円、有料課金ユーザー企業数（注７）は同18.9％増の
451,088件、ARPU（注８）は同15.0％増の45,622円、当連結会計年度における同事業の売上高は前連
結会計年度末比37.4％増の19,219百万円、調整後営業損失（注９）は7,195百万円（前連結会計年度は
2,343百万円）となりました。
以上の結果、当連結会計年度における売上高は前連結会計年度比33.7％増の19,219百万円、調整後営

業損失は7,195百万円（前連結会計年度は2,250百万円）、営業損失は7,919百万円（同3,042百万円）、
経常損失は7,982百万円（同3,085百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失は12,338百万円（同
11,609百万円）となりました。

プラットフォーム事業のARR、有料課金ユーザー企業数及びARPU推移
2019年６月期末 2020年６月期末 2021年６月期末 2022年６月期末 2023年６月期末

ARR（百万円） 5,273 7,898 11,268 15,057 20,579
有料課金ユーザー

企業数（件） 160,132 224,106 293,296 379,404 451,088

ARPU（円） 32,930 35,246 38,419 39,686 45,622
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(注)１．「スモールビジネス」とは、個人事業主と従業員が1,000名未満の法人を指す
２．TAM：Total Addressable Marketの略称。当社グループが想定する最大の市場規模を意味する用語であり、当社グルー

プが本書掲載日現在で営む事業に係る客観的な市場規模を示す目的で算出されたものではありません。スモールビジネス
向けの会計ソフトと人事労務ソフトのTAMは、一定の前提の下、外部の統計資料や公表資料を基礎として、下記３．に記
載の計算方法により、当社グループが推計したものであり、その正確性にはかかる統計資料や推計に固有の限界があるた
め、実際の市場規模はかかる推計値と異なる可能性があります

３．国内における当社グループの全潜在ユーザー企業において「freee会計」及び「freee人事労務」が導入された場合の全潜
在ユーザー企業による年間支出総金額。全潜在ユーザー企業は、個人事業主と従業員が1,000名未満の法人の合計。
（「freee会計」及び「freee人事労務」の全潜在ユーザー企業数の従業員規模別法人数（国税庁2019年調査、総務省2016
年６月経済センサス活動調査) × 従業員規模別の「freee会計」及び「freee人事労務」の年間課金額）＋（従業員規模別
の想定平均従業員数（総務省 2017年労働力調査）×１ID当たりの年間課金額）

４．International Data Corporation（IDC）「Worldwide Public Cloud Services Spending Guide Software Add
On: V2 2023」

５．スモールビジネス向けに展開するクラウドERPの提供や金融サービス等から構成される事業。2022年6月期においては、
当社グループの事業全体から、連結子会社である株式会社サイトビジット(現フリーサイン株式会社)が提供していた「資格
スクエア」事業(2021年12月に売却)を除いたもの

６. ARR：Annual Recurring Revenueの略称。各期末月のMRR（Monthly Recurring Revenue）を12倍して算出。
MRR：Monthly Recurring Revenueの略称。対象月の月末時点における継続課金ユーザー企業に係る月額料金の合計額
（一時収益は含まない）

７. 当社グループのサービスを利用する個人事業主と法人の双方を指す
８．ARPU: Average Revenue Per Userの略称。１有料課金ユーザー企業当たりの平均単価。各四半期末時点における合計

ARRを有料課金ユーザー企業数で除して算出
９．調整後営業利益＝営業利益＋株式報酬費用＋M&Aにより生じた無形資産の償却費用＋その他一時費用

（2）設備投資についての状況
当連結会計年度中において実施した設備投資の総額は2,238百万円であり、主な内容は本社オフィスの

設備投資によるものであります。また、当連結会計年度において、重要な設備の除却、売却等はありませ
ん。

（3）資金調達等についての状況
当連結会計年度において、連結子会社の第三者割当増資によって1,000百万円の資金調達を行いました。

（4）重要な親会社及び子会社の状況
該当する事項はございません。
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（5）対処すべき課題
① スモールビジネス向けクラウドERP市場の拡大

当社グループは、スモールビジネス向けのクラウド会計ソフトとクラウド人事労務ソフトのTAMについ
て、合計で約1.2兆円と推定（注）しております。一方、会計ソフトを利用している従業員1,000人未満
の中小企業のうちクラウド会計ソフトの普及率は34.3％に留まるなど（注）、クラウドERP市場における
普及率の上昇余地は大きく残されていると認識しております。
当社グループは、スモールビジネス向けクラウドERP市場におけるリーディングカンパニーとして、市

場を引き続き牽引することが重要であると認識しております。
（注）前記「（１）事業の経過及びその成果」を参照

② 持続可能な社会の実現と、そのための組織体制の整備
「freee会計」、「freee人事労務」をはじめとする各サービスの提供により、だれもが自由に自然体で経

営できる環境をつくることで、ユーザーの皆様を通じて、持続可能な社会の実現に貢献することが重要と
考えております。また、当社グループが持続可能な組織であるために、多様なバックグラウンドをもった
優秀な人材を採用し、強い組織体制を整備することが重要であると認識しております。
上記をはじめとするサステナビリティ推進活動の詳細に関しては、当社グループのWebサイト内の

「サステナビリティ」コーナーをご参照ください。

③ 情報管理体制の強化
当社グループは、提供するサービスに関連して多数のユーザー企業の機密情報や個人情報を取り扱って

おります。これらの情報資産を保護するため、専任の情報セキュリティチームを設置しております。また
情報セキュリティ基本方針を定め、この方針に従って情報資産を適切に管理、保護しております。今後も
社内教育・研修の実施のほか、システムの強化・整備を実施してまいります。

④ 新規事業の展開
現在、当社グループの収益の大半が「freee会計」や「freee人事労務」等のSaaSサービスから成り立っ

ております。今後も継続的な事業成長の実現に向けて、既存サービスの伸長に加えて、金融サービスや取
引プラットフォームにおける新規事業の展開を積極的に検討してまいります。
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⑤ 利益及びキャッシュ・フローの創出
当社グループは、事業拡大を目指し、開発投資や顧客獲得活動等に積極的に投資を進めており、創業以

来営業損失を計上しております。
当社グループの収益の中心であるSaaSビジネスは、サブスクリプション方式でユーザーに提供してお

り、継続して利用されることで収益が積み上がるストック型の収益モデルになります。SaaSビジネスにお
いては、開発費用やユーザーの獲得費用が先行して計上される特徴があり、短期的には赤字が先行するこ
とが一般的です。当社グループにおいても、現在開発費用やユーザーの獲得費用等に先行投資を行う事業
フェーズであるため、営業損失を計上しております。
一方で、SaaSビジネスにおいては、投資効率を計る指標として顧客生涯価値（LTV）（注１）と顧客獲

得コスト（CAC）（注２）のバランス（LTV/CAC）が重要な指標となるため、当社グループではこれを最
重要の指標として顧客獲得活動における投資判断をしてまいりました。当該指標を満たす場合に積極的に
投資していくことが、中長期的に利益及びキャッシュ・フローの最大化に寄与するものと考えておりま
す。
今後も、投資効率指標であるLTV/CAC等に配慮しながら、サービス強化のための開発活動や、認知度

向上のためのマーケティング活動への投資を通じて、中長期的な利益及びキャッシュ・フローの最大化に
努めてまいります。

（注）１．LTV：Life Time Valueの略称。顧客から契約期間（Life Time）を通じてもたらされる価値であり、契約期間×MRR×売
上総利益率によって算出

２．CAC：Customer Acquisition Costの略称。顧客の獲得に要するコストであり、セールス活動及びマーケティング活動に
係る費用が該当
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（6）財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第８期
（2020年６月期）

第９期
（2021年６月期）

第10期
（2022年６月期）

第11期
（当連結会計年度）
（2023年６月期）

売 上 高 6,895,240 千円 10,258,082 千円 14,380,373 千円 19,219,994 千円

経 常 損 失 （△） △2,938,129 千円 △2,719,141 千円 △3,085,882 千円 △7,982,411 千円

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △2,972,985 千円 △2,756,177 千円 △11,609,024 千円 △12,338,435 千円

１ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△） △66.18 円 △54.88 円 △208.22 円 △215.64 円

総 資 産 17,898,314 千円 55,286,315 千円 47,413,069 千円 42,786,885 千円

純 資 産 13,854,571 千円 46,871,624 千円 36,428,622 千円 27,059,061 千円

（注）1. １株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
2. 当社は2019年９月25日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、第８期の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定して、１株当たり当期純損失を算定しております。
3. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第10期の期首から適用しており、第10期以

降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。

②当社の財産及び損益の状況

区 分 第８期
（2020年６月期）

第９期
（2021年６月期）

第10期
（2022年６月期）

第11期
（当事業年度）
（2023年６月期）

売 上 高 6,928,022 千円 10,300,835 千円 13,517,521 千円 18,209,878 千円

経 常 損 失 （△） △2,852,149 千円 △2,540,749 千円 △1,666,202 千円 △7,251,610 千円

当 期 純 損 失 （△） △2,886,697 千円 △2,884,333 千円 △11,527,826 千円 △12,324,481 千円

１ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△） △64.26 円 △57.43 円 △206.76 円 △215.40 円

総 資 産 18,078,095 千円 53,896,327 千円 46,480,433 千円 41,428,118 千円

純 資 産 14,027,110 千円 46,916,007 千円 36,506,510 千円 26,085,198 千円

（注）1. １株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
2. 当社は2019年９月25日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っておりますが、第８期の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定して、１株当たり当期純損失を算定しております。
3. 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第10期の期首から適用しており、第10期以

降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっております。
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（7）主要な事業内容（2023年６月30日現在）
事 業 主 要 製 品

プラットフォームサービス事業 ・freee会計
・freee人事労務
・freee販売
・freee申告
・freeeサイン
・freeeカード Unlimited

（8）主要な営業所（2023年６月30日現在）
名 称 所 在 地

本社 東京都 品川区
関西支社 大阪府 大阪市都島区

（9）従業員の状況（2023年６月30日現在）
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

1,299 名 383 名増

（10）主要な借入先の状況（2023年６月30日現在）
該当する事項はございません。



24

2. 株式に関する事項（2023年６月30日現在）
（1）発行可能株式総数 164,818,764株

（2）発行済株式の総数 57,875,116株

（3）株 主 数 8,931名

（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持株比率

佐々木 大輔 11,054千株 19.11 ％

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 6,244 10.79
ＧＯＬＤＭＡＮ，ＳＡＣＨＳ ＆ ＣＯ．ＲＥＧ 4,155 7.18
ＭＳＣＯ ＣＵＳＴＯＭＥＲ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 2,945 5.09
ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫＥＲＳ ＬＬＣ 2,437 4.21

株式会社リクルート 2,277 3.94

横路 隆 2,042 3.53
ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ
ＯＭＮＩＢＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ （ＣＡＳＨＰＢ） 1,586 2.74
ＴＨＥ ＢＡＮＫ ＯＦ ＮＥＷ ＹＯＲＫ ＭＥＬＬＯＮ
１４００５１ 1,197 2.07
ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳＴ
ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５３０３ 1,070 1.85
（注）持株比率は自己株式（12,512株）を控除して計算しております。

（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
株 式 数 交付を受けた者の人数

取締役
（監査等委員及び社外取締役を除く） 11,835 株 3 名

社外取締役
（監査等委員を除く） - -

取締役
（監査等委員） 3,000 3
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3. 新株予約権等に関する事項（2023年６月30日現在）
当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の内容の概要

名 称 第14回新株予約権 第15回新株予約権
保有人数
取締役（監査等委員及び社外役員を除く） ０名 １名
社外取締役（監査等委員を除く）
（社外役員に限る） ０名 ０名

取締役（監査等委員） １名 ０名
新株予約権の数 5,000個 19,600個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 当社普通株式 15,000株 当社普通株式 58,800株
新株予約権の払込金額 無償 無償
新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額

１株当たり
505円

１株当たり
１円

新株予約権の行使期間 自 2021
至 2029

年
年

２
２

月
月

５
４

日
日

自 2019
至 2027

年
年

９
９

月
月
29
28

日
日

新株予約権の行使の条件 （注１） （注１）

名 称 第16回新株予約権 第17回新株予約権
保有人数
取締役（監査等委員及び社外役員を除く） ０名 ０名
社外取締役（監査等委員を除く）
（社外役員に限る） ０名 ０名

取締役（監査等委員） １名 １名
新株予約権の数 3,334個 666個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 当社普通株式 10,002株 当社普通株式 1,998株
新株予約権の払込金額 無償 無償
新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額

１株当たり
505円

１株当たり
１円

新株予約権の行使期間 自 2021
至 2029

年
年

４
４

月
月

９
８

日
日

自 2019
至 2027

年
年

９
９

月
月
29
28

日
日

新株予約権の行使の条件 （注１） （注１）
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名 称 第20回新株予約権 第21回新株予約権
保有人数
取締役（監査等委員及び社外役員を除く） ０名 ０名
社外取締役（監査等委員を除く）
（社外役員に限る） ０名 ０名

取締役（監査等委員） １名 １名
新株予約権の数 3,746個 2,000個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 当社普通株式 11,238株 当社普通株式 6,000株
新株予約権の払込金額 無償 無償
新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額

１株当たり
505円

１株当たり
１円

新株予約権の行使期間 自 2021
至 2029

年
年

６
６

月
月
30
29

日
日

自 2019
至 2027

年
年

９
９

月
月
29
28

日
日

新株予約権の行使の条件 （注１） （注１）

名 称 第22回新株予約権
保有人数
取締役（監査等委員及び社外役員を除く） ３名
社外取締役（監査等委員を除く）
（社外役員に限る） ０名

取締役（監査等委員） ０名
新株予約権の数 12,213個
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 当社普通株式 12,213株

新株予約権の払込金額 １株当たり
30円

新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額

１株当たり
8,240円

新株予約権の行使期間 自 2022
至 2028

年
年
10
10

月
月

1
29

日
日

新株予約権の行使の条件 （注2）（注3）
（注）1. 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社又は当社子会社の取締役、監査役、従業員の地位にあること

を要する。
2. 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社又は当社関係会社の取締役、監査役、従業員の地位にあるこ

とを要する。
3. 新株予約権の割当てを受けた者は、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合は損益計算書）に記載

された売上高が以下に定める水準を全て満たしている場合に限り、新株予約権を行使することができる。
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（ⅰ）2021年６月期において売上高が9,657百万円を超過した場合
（ⅱ）2022年６月期において売上高が13,000百万円を超過した場合

なお、当該売上高の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が
発生し、実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買
収の影響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとする。また、国際財務報告基準の適用、決
算期の変更等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を当社取締役会にて定め
るものとする。

4. 2019年９月25日付で行った普通株式１株につき３株とする株式分割により「新株予約権の目的となる株式の数」及び
「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されている。
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4. 会社役員に関する事項（2023年６月30日現在）
（1）取締役の状況

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役 佐々木 大 輔
CEO
国立大学法人 一橋大学 経営協議会委員
フリーサイン株式会社 取締役

取 締 役 東 後 澄 人 CPO
ウェルスナビ株式会社 社外取締役

取 締 役 横 路 隆 CTO

社外取締役 ユミ ホサカ クラーク OPN Holdings Co.,Ltd.
Chief Transformation Officer

社外取締役
（常勤監査等委員） 内 藤 陽 子

フリーファイナンスラボ株式会社 監査役
フリーサイン株式会社 監査役
公益社団法人日本監査役協会 監事

社外取締役
（監査等委員） 川 合 純 一 株式会社ファーストリテイリング 執行役員

社外取締役
（監査等委員） 浅 田 慎 二

One Capital株式会社 代表取締役CEO
株式会社スマレジ 社外取締役
projection-ai株式会社 代表取締役
スタリク株式会社 代表取締役

(注) 1. 取締役ユミ ホサカ クラーク氏、内藤陽子氏、川合純一氏及び浅田慎二氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であ
ります。

2. 当社は、監査の実効性を確保するため、監査等委員である内藤陽子氏を常勤の監査等委員として選定しております。
3. 当社は、取締役ユミ ホサカ クラーク氏、内藤陽子氏、川合純一氏及び浅田慎二氏を株式会社東京証券取引所の定めに基

づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
4. 監査等委員である内藤陽子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので

あります。
5. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険(D&O保険)契約を締結しておりま

す。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び子会社の取締役、執行役員及び管理職従業員であります。当該保険契約
では、被保険者が会社の役員の地位に基づき行った行為(不作為を含みます。)に起因して保険期間中に被保険者に対して
損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることとなり、被保険者の全て
の保険料を当社が全額負担することとしております。ただし、被保険者が私的な利益又は便宜の供与を違法に得たことに
起因する損害、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為に起因する損害等については、填補されない等
の免責事由があります。
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（2）当事業年度に係る取締役の報酬等
１．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は社外役員が過半を占める取締役会において、客観的な視点から議論を重ねたうえで、取締役の報酬
の決定方針（以下「決定方針」という。）を決定しております。その概要は下記のとおりです。
決定方針の内容の概要

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、外部機関による調査をもとに、日本国内
外の当社と規模や業種・業態の類似する企業を対象に、報酬制度や報酬水準について、当社の現行制度や
報酬水準と比較検討したうえ、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう
な報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方
針としております。具体的には、基本報酬（金銭報酬）並びに株式報酬（業績連動型株式報酬及び譲渡制
限付株式報酬）により構成しております。ただし、社外取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報
酬は、基本報酬（金銭報酬）のみとしております。
また、当社の監査等委員である取締役の報酬は、基本報酬（金銭報酬）及び株式報酬（譲渡制限付株式

報酬）のみとし、その職責及び経済情勢等諸般の事情も考慮して、監査等委員である取締役全員の協議に
より決定しております。
基本報酬

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬については、月例の固定報酬とし、業界
水準、当社業績及び従業員給与等の諸般の事情を考慮し決定しております。ただし、年間報酬総額の上限
を年額1億5,000万円以内（うち社外取締役分年額2,000万円以内）としております。
当社の監査等委員である取締役の基本報酬については、月例の固定報酬とし、その職責及び経済情勢等

諸般の事情も考慮して、監査等委員である取締役全員の協議により決定しております。ただし、年間報酬
総額の上限を社外取締役分も含めて、年額2,000万円以内としております。
業績連動報酬等並びに非金銭報酬
a. 業績連動型株式報酬制度

監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役を対象とし、中長期的な企業価値向上に向けた
取組や株主との一層の価値共有を進めることを目的として、一定期間継続して当社の取締役等を務める
ことを条件とするほか、業績連動条件（株価評価）を加えた業績連動型株式報酬制度（パフォーマン
ス・シェア・ユニット制度。以下「PSU」という。）を導入し、原則として、基本報酬及び次に定める
譲渡制限付株式報酬とは別枠で設定しております。ただし、株主総会決議に従い、報酬総額の上限を年
額6,000万円以内、対象取締役が発行又は処分を受ける各役務提供期間に係る当社普通株式の総数は年
12,000株以内としております。
PSUの内容は、各年の定時株主総会の日の属する月の翌月から３年間を評価期間（以下「評価期間」

という。）とし、対象取締役に対して、評価期間における当社株式成長率と東証株価指数を構成する各
銘柄との比較に応じて算定する数の当社普通株式を交付します。
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当社は、原則として評価期間終了後、対象取締役に金銭報酬債権を支給し、当該金銭報酬債権の全部
を現物出資させることで、対象取締役に当社普通株式を発行又は処分します。具体的な算定及び株式の
発行又は処分は、当社の「パフォーマンス・シェア・ユニット付与規程」に基づき決定しております。
また、適切な職務執行を促す目的で、評価期間内に重大な職務違反等があった場合には、受給権を喪失
する旨の制度設計としております。

b. 譲渡制限付株式報酬制度
監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役並びに監査等委員である取締役を対象とし、中

長期的な企業価値向上との連動性を強化した報酬構成とするため、一定期間継続して当社の取締役等を
務めることを条件とする譲渡制限付株式等を交付し、原則として、基本報酬及び業績連動型株式報酬と
は別枠で設定し、各年の定時株主総会後に、当社業績及び各役員の業績への寄与度を考慮し、当社の
「譲渡制限付株式報酬規程」に基づき交付しております。ただし、株主総会決議に従い、以下の金額・
数の範囲内での付与としなければならないこととしております。
①監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役
報酬総額の上限を年額6,000万円以内とし、対象取締役が発行又は処分を受ける当社普通株式の総数
を年12,000株以内としております。

②監査等委員である取締役
報酬総額の上限を年額1,500万円以内とし、対象取締役が発行又は処分を受ける当社普通株式の総数
を年3,000株以内としております。
譲渡制限付株式報酬は原則として毎年交付し、3年間の譲渡制限期間を定めます。対象取締役に重

大な職務違反等があった場合、当社は、交付した株式を当然に無償で取得します。当社は、対象取締
役が、譲渡制限付株式の払込期日から当該払込期日を含む期（以下「第１期」という。）に係る定時
株主総会の終結の時まで、継続して、当社の取締役その他当社取締役会で定める地位にあったことを
条件として、本割当株式の一部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除しま
す。また、譲渡制限付株式の払込期日から第１期の次の期（以下「第２期」という。）に係る定時株
主総会の終結の時まで、継続して、当社の取締役その他当社取締役会で定める地位にあったことを条
件として、本割当株式の一部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除しま
す。また、譲渡制限付株式の払込期日から第２期の次の期（以下「第３期」という。）に係る定時株
主総会の終結の時まで、継続して、当社の取締役その他当社取締役会で定める地位にあったことを条
件として、本割当株式の一部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除しま
す。（※第３期に係る定時株主総会の終結の時まで、継続して、当社の取締役その他当社取締役会で
定める地位にあった場合には本割当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡
制限を解除します。）

c. その他の非金銭報酬等
ストックオプションその他の非金銭報酬を追加交付する場合は、改めて方針を取り決めます。
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決定方法
当社における個別の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等については、株主総会で決議

された報酬限度額の範囲内において、取締役会の決議により決定しております。なお、取締役の個別の報
酬については、取締役会で個別の金額を開示した上で決議するものとし、取締役会に付議する当該議案に
ついては、事前に社外取締役に相談のうえ上程しなければならないこととしております。
監査等委員である取締役の個別の報酬等については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内におい

て、監査等委員である取締役の協議により決定しております。
取締役の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等
の内容が決定方針と整合していること並びに監査等委員会及び社外取締役からの意見が尊重されているこ
とを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

２．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2021年９月29日開催の第９期定時株主

総会において年額１億5,000万円以内（うち社外取締役分は年額2,000万円以内）と決議しております（使
用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締
役を除く。）の員数は４名（うち社外取締役１名）です。また、当該金銭報酬とは別枠で、2021年９月29
日開催の第９期定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬について年額6,000万円以内、業績連動型株報
酬について年額6,000万円以内（合計年額１億2,000万円以内）と決議しております。当該定時株主総会終
結時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）は３名です。
監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2021年９月29日開催の第９期定時株主総会において社外取

締役分も含めて年額2,000万円以内と決議しております。また、当該金銭報酬とは別枠で、2021年９月29
日開催の第９期定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬について年額1,500万円以内と決議しておりま
す。当該定時株主総会終結時点の監査等委員である取締役は３名（うち社外取締役３名）です。
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３．取締役の報酬等の総額

人数 報酬等の総額

報酬等の種類別の総額

基本報酬
業績連動報酬 非金銭報酬

業績連動型株式 譲渡制限付株式

取締役（監査等委員を除く） 4名 76,888千円 55,560千円 6,960千円 14,368千円

（うち、社外取締役） 1名 6,000千円 6,000千円 - 千円 - 千円

取締役（監査等委員） 3名 23,229千円 16,200千円 - 千円 7,029千円

（うち、社外取締役） 3名 23,229千円 16,200千円 - 千円 7,029千円

合計 7名 100,118千円 71,760千円 6,960千円 21,398千円
（注）1. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2. 非金銭報酬として、監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役並びに監査等委員である取締役に対して譲渡制
限付株式報酬を交付しております。上記「譲渡制限付株式」は、当事業年度に費用計上した金額を記載しております。

3. 業績連動報酬として、 監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役に対して、業績連動型株式報酬制度を導入
しております。業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容は、評価期間における当社株主総利回り
（以下、「TSR」）と東証株価指数（以下、「TOPIX」）を構成する全銘柄にかかるTSRとの比較に応じて算出される業績目標
達成度であり、当該業績指標を選定した理由は、当該報酬に市場の評価を反映し株主との利害共有度を高め、中長期的な
企業価値向上に向けた取り組みを進めることができると判断したからであります。業績連動報酬等の額の算定方法は次の
とおりです。
・交付株式数 ＝ 基準交付株式数 × 株式交付割合
・基準交付株式数 ： 当社取締役会において対象取締役の役位等に応じて決定
・株式交付割合 ：
① 当社TSRがTOPIX全銘柄の50パーセンタイル未満の場合：０％
② 当社TSRがTOPIX全銘柄の50パーセンタイル以上75パーセンタイル未満の場合：50％
③ 当社TSRがTOPIX全銘柄の75パーセンタイル以上95パーセンタイル未満の場合：100％
④ 当社TSRがTOPIX全銘柄の95パーセンタイル以上の場合：150％
本報酬は業績指標に係る評価期間を3年間、それぞれ2021年10月から2024年9月、2022年10月から2025年9月として
おりますので、当事業年度における業績指標の実績はありません。上表中の「業績連動型株式」は、当事業年度に費用計
上した金額を記載しております。
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（3）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

区 分 氏 名 重要な兼職先 重要な兼職先と当社との関係

社外取締役 ユミ ホサカ クラーク OPN Holdings Co.,Ltd.
Chief Transformation Officer

重要な取引その他の関係はありませ
ん。

社外取締役
（監査等委員）

内 藤 陽 子

フリーファイナンスラボ株式会社
監査役
フリーサイン株式会社 監査役
公益社団法人日本監査役協会 監
事

社外取締役内藤陽子は、当社の子会社
であるフリーファイナンスラボ株式会
社及びフリーサイン株式会社の監査役
であります。

川 合 純 一 株式会社ファーストリテイリング
執行役員

重要な取引その他の関係はありませ
ん。

浅 田 慎 二

One Capital株式会社 代表取
締役CEO
株式会社スマレジ 社外取締役
projection-ai株式会社 代表取
締役
スタリク株式会社 代表取締役

重要な取引その他の関係はありませ
ん。
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② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出席状況 主な活動状況及び期待される役割に関して行った
職務の概要

社外取締役 ユミ ホサカ クラーク 取締役会
（開催14回中14回）

長年にわたるフィンテック業界における知識と
経験に基づき経営戦略や投資、ガバナンス等に
ついて幅広い提言を積極的に行っています。

社外取締役
（監査等委員）

内 藤 陽 子
取締役会

（開催14回中14回）
監査等委員会

（開催14回中14回）

公認会計士としての高い専門性と豊富な経験に
基づき、客観的かつ高度な視点から、広い視野
に立って、当社の経営全般について監査・監督
を行っています。

川 合 純 一
取締役会

（開催14回中14回）
監査等委員会

（開催14回中14回）

長年にわたるインターネット業界における知識
と経験に基づき、独立した客観的な立場から、
広い視野に立って、当社の経営全般について監
査・監督を行っています。

浅 田 慎 二
取締役会

（開催14回中14回）
監査等委員会

（開催14回中14回）

長年にわたるSaaS業界における豊富な知見と経
験に基づき、独立した客観的な立場から、広い
視野に立って、当社の経営全般について監査・
監督を行っています。

③ 責任限定契約の内容の概要
当社と、社外取締役であるユミ ホサカ クラーク氏、内藤陽子氏、川合純一氏及び浅田慎二氏は、会社

法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円又は会社法第425条第1項に定める額のいずれ

か高い額としております。
なお、当該責任限定契約が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について

善意かつ重大な過失が無い場合に限られます。
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5. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

（2）報酬等の額
支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 44,550 千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額 63,530 千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明
確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を
記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるか
どうかについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

（3）非監査業務の内容
当社は、有限責任 あずさ監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外に、主に国際保証

業務基準等に基づく内部統制の整備・運用状況に関わる保証業務についての対価を支払っております。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、株

主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定し
た監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報
告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
当社は、内部統制システム整備に関する基本方針を定め、内部統制システムの整備・運用を行っています。

その概要は、以下のとおりであります。
（内部統制システム整備に関する基本方針）
ａ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、企業が継続、発展していくためには、全ての取締役・使用人が法令遵守の精神のもと、公正で高
い倫理観を持って行動することが必要不可欠であると認識し、「コンプライアンス規程」を定めるとともに、
コンプライアンスに関する継続的な教育・普及活動を行います。
（a）取締役は、社会の一員として企業倫理・社会規範に則した行動を行い、健全な企業経営に努めます。
（b）業務執行を担う取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執行するととも

に、業務執行の状況を適切かつ迅速に取締役会に報告します。
（c）取締役会は、「取締役会規程」、「業務分掌規程」等の職務の執行に関する規程を制定し、取締役・使用

人は定められた規程に従い、業務を執行します。
（d）定期的に実施する内部監査では、法令、定款及び社内規程に準拠し業務が適正に行われているかについ

て、全社のコンプライアンス体制及びコンプライアンス上の問題点の有無について監査するとともに、
その結果を代表取締役に速やかに報告する体制を構築します。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る取締役会議事録その他重要な会議の議事録、契約書、稟議書等の情報について

は、「文書管理規程」等の規程に基づき、文書又は電磁的記録文書として記録し安全かつ適正に保管及び管
理します。

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は事業活動上の重大な危険、損害の恐れ（リスク）については、「リスク管理規程」に基づく対応に

よって、リスクの発生に関する未然防止や、リスクが発生した際はリスク管理責任者の指示のもと、迅速か
つ的確な対応を行うとともに、損失・被害等を最小限にとどめる体制を整えております。
また、外部機関を活用した与信管理や、法律事務所と顧問契約を締結し、重要な法律問題につき適時アド

バイスを受けることにより、法的リスクの軽減に努めております。
ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、「取締役会規程」により定められた事項及び「職務権限一覧」
に該当事項として定められた事項については、全て取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を
行います。また、取締役会では定期的に各取締役から職務執行状況の報告を受け、職務執行の妥当性及び効
率性の監督等を行います。
日常の職務執行については、「業務分掌規程」等の規程に基づき権限の委譲を行い、権限と責任を明確に

して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応じて規程の見直しを行い、取締役の職務執行が適正か
つ効率的に行われる体制を構築しております。
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ｅ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、子会社において、損失の危険の管理、取締役による効率的な職務執行、取締役及び使用人による

法令及び定款に適合した職務執行、並びに取締役の職務執行状況の当社への報告が適切になされるよう、以
下の取組みを行います。
（a）当社は子会社に対して、子会社の取締役又は監査役として当社役職員を派遣し、「関係会社管理規程」

に基づき、子会社の業務執行状況を管理・監督します。
（b）子会社の経営上の重要な意思決定については、当社において、事前に審議し、事後に報告を受けます。
（c）内部監査人は、「内部監査規程」に基づき、子会社の内部監査を行います。
（d）監査等委員会は、当社の取締役及び使用人から、子会社管理の状況について報告又は説明を受け、必要

に応じ、子会社に対し、事業の報告を求め、又は子会社の業務及び財産の状況を調査します。
ｆ．監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

当社は、必要に応じて、監査等委員会の職務を補助すべき使用人を配置します。
ｇ．前号の使用人の取締役（監査等委員を除く。）からの独立性に関する事項、及び当該使用人に対する監査

等委員会による指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員補助者として使用人を配置した場合の当該使用人は、その職務に関して監査等委員会の指揮命

令のみに服し、取締役（監査等委員を除く。）及び使用人から指揮命令を受けないこととします。また、当
社は、当該使用人の人選、人事異動、人事評価等について、監査等委員会と協議し、補助使用人の独立性に
ついても十分留意するものとします。

ｈ．監査等委員会への報告に関する体制
取締役（監査等委員を除く。）及び使用人は、業務執行に関して重大な法令・定款違反及び不正行為の事

実又は当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったときには、速やかに監査等委員会に報告します。
当社は、監査等委員会に対して報告を行った取締役及び使用人に対していかなる不利益も与えません。

ｉ．監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生
ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払い等

の請求をしたときは、担当部署において確認の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の
執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。

ｊ．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
（a）監査等委員会は、代表取締役と定期的な会合を持ち、当社が対処すべき課題、当社を取り巻くリスク、

監査等委員会による監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行います。
（b）監査等委員会は、必要に応じて、会計監査人及び内部監査人と連携を図り、情報交換を行うとともに監

査の効率性及び実効性の確保を図ります。



38

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）
当社における「内部統制システム整備に関する基本方針」に基づく、業務の適正を確保するための体制の運

用状況の概要は以下のとおりです。
ａ．取締役の職務執行

当社では原則として毎月１回、定例の取締役会を開催して法令及び定款をはじめ社内規程に定められた重
要事項の決定を行い、また各取締役及び使用人による職務執行が法令及び定款をはじめ社内規程に適合する
よう監督を行っております。具体的には、自由闊達な雰囲気のなか、事業計画の進捗状況、プロダクト、投
資等のテーマに関して幅広い意見交換や助言が行われるとともに、社内のコンプライアンス、リスク管理な
どの状況についても定期的に報告がされ、実効的な監督が行われております。

ｂ．コンプライアンス及びリスク管理
当社では、コンプライアンス委員会を定期的に開催するとともに、コンプライアンス意識の維持・向上の

ため、役職員に対する定期的な研修として、例えば「法務・コンプライアンス研修」、「インサイダー取引防
止研修」を実施すると共に、下請代金支払遅延等防止法や個人情報保護法といった重要テーマに関しても、
その周知徹底を図っております。また、リスク管理委員会においては、当社グループ全体のリスク管理を行
っており、定期的にリスクの調査、把握、評価及び改善活動、並びに対応状況の確認などを行うことで当社
グループのリスク管理を適切に行いながら、リスクの最小化に努めております。

ｃ．内部監査の実施
内部監査については、内部監査人が内部監査計画に基づき当社グループにおける、法令遵守をはじめとし

たコンプライアンス、財務報告の信頼性、業務の有効性・効率性の状況について監査を実施し、取締役会お
よび監査等委員会に報告を行っております。

ｄ．監査等委員の職務執行
監査等委員会では、リスク認識についてのディスカッションを経て策定した監査計画に基づき監査を実施

いたしました。監査等委員は、取締役会の他、リスク管理委員会などの重要な会議への出席や各取締役との
意見交換、重要書類の閲覧、役職員へのヒアリングといった監査手続を通して、経営に対する監査等を行う
他、内部監査人及び会計監査人との情報共有、連携を図り、監査を効果的かつ効率的に実施できるよう努め
ております。
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7. 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社グループは、株主に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置付けておりますが、現段階で

は、財務体質の強化に加えて事業拡大のための内部留保の充実等を図り、事業拡大のための投資に充当してい
くことが株主に対する最大の利益還元につながると考えております。このことから創業以来配当は実施してお
らず、今後においても当面の間は内部留保の充実を図る方針であります。
なお、剰余金の配当を行う場合、年１回の期末配当を基本としており、その他年１回中間配当を行うことが

できる旨及び上記の他に基準日を設けて剰余金の配当を行うことができる旨を定款で定めております。また、
当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当にかかる決定機関を取締役会とする旨を定款で
定めております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。
また比率は、表示単位未満を四捨五入しております。
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連結貸借対照表
（2023年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額
(資産の部)
流動資産 41,210,091

現金及び預金 36,405,852
売掛金 2,250,951
その他 2,568,885
貸倒引当金 △15,597

固定資産 1,576,793
有形固定資産 －
建物附属設備 112,399
減価償却累計額 △112,399
建物附属設備（純額） －

工具、器具及び備品 282,814
減価償却累計額 △282,814
工具、器具及び備品（純
額） －

投資その他の資産 1,576,793
投資有価証券 529,937
敷金及び保証金 876,204
その他 199,746
貸倒引当金 △29,095

資産合計 42,786,885

科 目 金 額
(負債の部)
流動負債 14,053,924

未払金 1,927,678
未払費用 2,433,417
未払法人税等 189,953
前受収益 8,940,008
賞与引当金 234,614
その他 328,251

固定負債 1,673,898
資産除去債務 1,529,496
長期未払金 10,000
会員預り金 13,600
その他 120,801
負債合計 15,727,823

(純資産の部)
株主資本 25,589,608

資本金 25,640,623
資本剰余金 41,555,929
利益剰余金 △41,606,663
自己株式 △281

その他の包括利益累計額 139,776
その他有価証券評価差額金 105,385
繰延ヘッジ損益 25,085
為替換算調整勘定 9,306

新株予約権 328,770
非支配株主持分 1,000,906
純資産合計 27,059,061
負債純資産合計 42,786,885
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連結損益計算書
（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 19,219,994
売上原価 3,153,526
売上総利益 16,066,468
販売費及び一般管理費 23,985,887
営業損失 7,919,419
営業外収益
講演料等収入 844
法人税等還付加算金 6,270
債務消滅益 18,516
その他 3,764 29,395

営業外費用
支払利息 13,307
匿名組合投資損失 66
為替差損 13,478
投資事業組合運用損 14,757
支払手数料 14,216
株式交付費 988
譲渡制限付株式報酬償却損 31,865
その他 3,707 92,387

経常損失 7,982,411
特別利益
新株予約権戻入益 219
敷金償却戻入益 9,302
段階取得に係る差益 72,502
受取損害賠償金 8,243 90,267

特別損失
減損損失 4,217,162
投資有価証券評価損 98,040
移転関連費用 118,186
その他 2,969 4,436,359

税金等調整前当期純損失 12,328,502
法人税、住民税及び事業税 16,548
法人税等調整額 △16,790 △241
当期純損失 12,328,261
非支配株主に帰属する当期純利益 10,174
親会社株主に帰属する当期純損失 12,338,435
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連結株主資本等変動計算書
（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 24,724,300 40,630,339 △29,268,227 － 36,086,413
当期変動額

新株の発行 747,951 747,951 1,495,903
新株予約権の行使 168,370 168,370 336,741
連結範囲の変動 －
自己株式の取得 △281 △281
連結子会社の増資に
よる持分の増減 9,267 9,267
親会社株主に帰属す
る当期純損失 △12,338,435 △12,338,435
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 916,322 925,590 △12,338,435 △281 △10,496,805
当期末残高 25,640,623 41,555,929 △41,606,663 △281 25,589,608

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配

株主持分 純資産合計その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 3,514 － 5,228 8,743 333,466 － 36,428,622

当期変動額
新株の発行 1,495,903

新株予約権の行使 336,741

連結範囲の変動 －

自己株式の取得 △281

連結子会社の増資に
よる持分の増減 9,267

親会社株主に帰属す
る当期純損失 △12,338,435

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 101,870 25,085 4,077 131,033 △4,696 1,000,906 1,127,244

当期変動額合計 101,870 25,085 4,077 131,033 △4,696 1,000,906 △9,369,560

当期末残高 105,385 25,085 9,306 139,776 328,770 1,000,906 27,059,061
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連結注記表
（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
（１）連結の範囲に関する事項
全ての子会社を連結しております。
連結子会社の数
９社

連結子会社の名称
フリーファイナンスラボ株式会社
フリービズ株式会社
フリーサイン株式会社
sweeep株式会社
Likha-iT Inc
Why株式会社
他３社

前連結会計年度において連結子会社でありました、Mikatus株式会社は2022年９月30日付で当社
が吸収合併したため、連結の範囲から除いております。また、sweeep株式会社、Why株式会社につ
いては、当連結会計年度において新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めております。
2022年８月20日付で株式会社サイトビジットはフリーサイン株式会社に商号変更いたしました。

（２）連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、sweeep株式会社の決算日は5月31日であります。連結計算書類の作成にあた

っては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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（３）会計方針に関する事項
①重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）に

よっております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可
能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

ロ．棚卸資産
仕掛品
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を

採用しております。
ハ．デリバティブ

時価法によっております。
②重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 15年
工具、器具及び備品 ４～８年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいておりま

す。
③繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用処理しております。
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④重要な引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度末までに発生し

ていると認められる額を計上しております。
⑤重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社の資産及び負債は連結決算日の直物為替相場、収益及び費用は期中平均相
場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
⑥のれんの償却方法及び償却期間
個別案件ごとに判断し、合理的な年数（５年～15年）で均等償却しております。

⑦収益及び費用の計上基準
当社グループの主たる事業のプラットフォーム事業においては、主にクラウドを利用した会計ソフト等

のサービスを提供しております。これらのサービスについては、契約期間中、常にサービスが利用可能で
あり、当該履行義務が時の経過にわたり充足されるため、契約期間に応じて期間按分し、収益を認識して
おります。
⑧重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ
いては振当処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段……………………………為替予約
②ヘッジ対象……………………………外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針
為替相場変動に伴うリスクの軽減を目的に、将来の支払見込額等に基づき実施しており、投機的な

取引は行っておりません。
（4）ヘッジ有効性の評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件は同一であり、かつヘッジ開始以降も継続して相場変動を相
殺するものと想定できるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
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２. 会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-
２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ
て適用することといたしました。これによる連結計算書類への影響はありません。

３. 表示方法の変更
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「支払手数料」及び
「特別損失」の「その他」に含めて表示しておりました「移転関連費用」は、金額的重要性が増したため、
当連結会計年度より独立掲記することとしております。

４. 会計上の見積りに関する注記
（１）固定資産の減損（のれんを除く）

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
減損損失 2,327,634千円

②識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
有形固定資産は、主に本社オフィスに係る建物附属設備等です。
当社グループは、事業単位を基準とした管理会計の区分に従って資産のグルーピングを行っており

ます。有形固定資産及び無形固定資産について、減損の兆候があり減損損失を認識するかどうかの判
定を行う場合には、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積って
おります。
当連結会計年度末においては、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、固定資産に対して、

主要な資産の残存耐用年数等を見積り期間とし、中長期経営戦略で想定しているグループ事業計画に
基づく将来キャッシュ・フローと固定資産の帳簿価額を比較した結果、有形固定資産及び無形固定資
産を全額減損処理しております。なお、当社グループの減損判定にあたっては、資産グルーピング
（事業単位）をプラットフォーム事業一体として扱っております。

また、翌連結会計年度に取得した固定資産については、資産計上したうえで減損損失を計上する可
能性があります。
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（２）非上場株式の評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
投資有価証券（非上場株式） 4,196千円

②識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
非上場株式は、当社が保有するものです。
非上場株式については、市場価格のない株式等であり、取得原価をもって貸借対照表価額とし

ています。実質価額が著しく低下した場合には、相当の減損処理を行っておりますが、回復可能
性が十分と見積られる場合には、減損処理を行わないことがあります。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際

の投資先の業績が見積りと異なる場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、重要な影響を
与える可能性があります。

（３）のれんの評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
減損損失 1,889,528千円

②識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
主に、Why株式会社及びsweeep株式会社を取得した際に発生したものです。
当社グループは、のれんが帰属する事業単位を基準とした管理会計の区分に従って資産のグル

ーピングを行っております。のれんについて、減損の兆候があり減損損失を認識するかどうかの
判定を行う場合には、継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分別の将来計画に基づい
て、のれんを含む資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積ってお
ります。
当連結会計年度において、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、のれんに対して、主要

な資産の残存耐用年数を見積り期間とし、中長期経営戦略で想定しているグループ事業計画に基
づく将来キャッシュ・フローと固定資産の帳簿価額を比較した結果、のれんを全額減損処理して
おります。なお、当社グループはスモールビジネスに「だれもが自由に経営できる統合型経営プ
ラットフォーム。」の実現を目指してサービスの開発及び提供をしていることから、減損判定にあ
たっての資産グルーピング（事業単位）をプラットフォーム事業一体として扱っているため、本
減損損失の判定においてはM&Aに伴うのれんを含む固定資産を対象としており、のれんの減損は
個別事業の実績に起因するものではございません。
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５．連結貸借対照表に関する注記
担保資産
宅地建物取引業法に基づく営業保証金として以下のものを法務局に供託しております。
敷金及び保証金 10,000千円

６．連結損益計算書に関する注記
減損損失
当社グループは、以下の資産について減損損失を計上いたしました。
（１）減損損失を認識した資産

種類 減損損失
建物附属設備 1,805,094 千円
工具、器具及び備品 502,213 千円
のれん 1,889,528 千円
ソフトウェア 3,306 千円
敷金及び保証金 16,321 千円
商標権 700 千円

（２）減損損失の認識に至った経緯
当連結会計年度において、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、のれん及びその他固定資産に

対して、主要な資産の残存耐用年数等を見積り期間とし、中長期経営戦略で想定しているグループ事業
計画に基づく将来キャッシュ・フローと固定資産の帳簿価額を比較した結果、有形固定資産及び無形固
定資産を全額減損処理しております。

（３）資産のグルーピング方法
当社グループは、事業単位を基準とした管理会計の区分に従って資産のグルーピングを行っておりま

す。
（４）回収可能価額の算定方法

回収可能価額は使用価値によって測定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値が
マイナスであるため、回収可能価額をゼロとしております。
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７．連結株主資本等変動計算書に関する注記
（１）当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 57,875,116株
（２）自己株式の種類及び株式数

普通株式 12,512株
（３）当連結会計年度末における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的とな

る株式の種類及び数
普通株式 1,028,134株

８．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い短期的な預金等に限定しております。資金調達に

ついては、資金計画に基づき事業に必要な資金を第三者割当増資等によって調達しておりますが、必要
に応じて銀行借入等も合わせて検討していきます。デリバティブ取引については、為替変動リスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。敷金及び保証金は主に本社オフィ

ス等の賃貸借契約に係るものであり、差入先の信用リスクに晒されております。
営業債務である未払金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。
投資有価証券については、発行体の信用リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先

物為替予約取引であります。

③金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスクの管理
営業債権については与信管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を
図っております。
投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握することにより、保有状況を継続的

に見直しております。
ロ．資金調達に係る流動性リスクの管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、一定の

手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。
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ハ．市場リスク（為替の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建の営業債務等に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的に為替予約取

引を利用しております。当該デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程
に従って行って実行されております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等は、次表には含まれておりません（（注１）をご参照ください）。
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

(１) 敷金及び保証金 876,204 865,619 △10,584
(２) 投資有価証券 156,849 156,849 －

資産計 1,033,053 1,022,468 △10,584
(１) 長期未払金 10,000 10,072 72
(２) 会員預り金 13,600 13,318 △282

負債計 23,600 23,390 △210
(１)デリバティブ取引（※２） 36,156 36,156 －
（※１）現金及び預金、売掛金、未払金及び未払法人税等については、現金及び短期間で決済されるため時

価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
（※２）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務を純額で表示しております。

(注１) 市場価格のない株式等

区分 連結貸借対照表計上額
（千円）

非上場株式（※１） 4,196
投資事業組合出資金及び匿名組合出資金（※２） 368,892

（※１）非上場株式については、市場価格がないため、時価開示の対象とはしておりません。
（※２）投資事業組合出資金及び匿名組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準適用指針第31号2019年7月4日)第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。
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(注２) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 36,405,852 － － －
売掛金 2,250,951 － － －
敷金及び保証金 682 807,610 － 67,911

合計 38,657,486 807,610 － 67,911

（注３) その他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
１年以内
(千円)

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

会員預り金 － 6,970 6,630 － －
合計 － 6,970 6,630 － －

（３）金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定し

た時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

１. 時価をもって連結貸借対照表価額とする金融資産

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(１) 投資有価証券

その他有価証券

株式 156,849 － － 156,849

(２) デリバティブ取引 － 36,156 － 36,156

資産計 156,849 36,156 － 193,005



52

２. 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

(１) 敷金及び保証金 － 865,619 － 865,619

資産計 － 865,619 － 865,619

(１) 長期未払金 － 10,072 － 10,072

(２) 会員預り金 － 13,318 － 13,318

負債計 － 23,390 － 23,390

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
資 産
(１) 投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されるため、その時
価をレベル１の時価に分類しております。

(２) デリバティブ取引
通貨関連取引の時価の算定は、取引先金融機関から入手した時価情報によっており、レベル２の時

価に分類しております。
(３) 敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価の算定は、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプ
レッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。

負 債
(１) 長期未払金

長期未払金の時価の算定は、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り
引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。

(２) 会員預り金
会員預り金の時価の算定は、返還する元利金の合計額を、新規に同様の預りを行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値によっており、レベル２の時価に分類しております。

９．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 444円66銭
１株当たり当期純損失 215円64銭
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10．企業結合等に関する注記

（連結子会社の吸収合併）
当社は2022年８月24日開催の取締役会決議に基づき、2022年９月30日を効力発生日として、当社の完
全子会社であるMikatus株式会社について、以下の通り当社を存続会社とする吸収合併をいたしました。

１. 取引の概要
①結合当事企業の名称及びその事業の内容
被結合当事企業の名称：Mikatus株式会社
事業の内容：税理士向け及び中小企業向けのクラウドサービスの企画、開発、販売

②企業結合日
2022年９月30日

③企業結合の法的形式
当社を存続会社とし、Mikatus株式会社を消滅会社とする吸収合併によります。

④結合後企業の名称
フリー株式会社

⑤その他取引の概要に関する事項
当社グループにおける経営資源の集約及び業務の統合により、更なる経営の効率化を図ることを目

的として、吸収合併を行うものであります。

２. 実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2019年１月16日）に基づき、
共通支配下の取引として処理いたしました。
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（取得による企業結合）
１. 企業結合の概要
①被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業の名称：sweeep株式会社
事業の内容：請求書の受取・仕訳・振込・保管自動化サービス及びビジネス文書に特化した電子帳簿

保存法対応のクラウドキャビネットとして「sweeep」シリーズの展開
②企業結合を行った主な理由

当社は2021年６月にsweeep株式会社へ出資し、事業の連携及びサービス拡充を図ってまいりまし
た。今般インボイス制度への対応を見据え、意思決定の迅速化や当社グループ内の一層の連携強化を
通じて企業価値の向上を図ることを目的に、sweeep株式会社の株式を追加取得し、完全子会社化する
ことといたしました。
本株式取得により、当社グループとして2023年10月開始予定のインボイス制度に対応したサービ

スの拡充を図り、B2B取引をクラウド上で管理する取引プラットフォームの実現に向けて取り組んで
まいります。

③企業結合日
2023年１月31日（みなし取得日2023年１月１日）

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称
結合後企業の名称に変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価とする株式取得により議決権の100％を取得したことによるものです。

２. 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2023年１月１日から2023年６月30日まで

３. 被取得企業の取得原価及びその内訳
企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価 172,402千円
取得の対価 現金及び預金 507,597千円
取得原価 679,999千円
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４. 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザーに対する報酬・手数料等 2,564千円

５. 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差益 72,502千円

６. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
805,088千円

②発生原因
主として、sweeep株式会社の今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却
なお、当該のれんの全額を減損処理しております。

７. のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳ならびに主要な種類別の加
重平均償却期間
該当事項はありません。

８. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
流動資産：78,901千円
固定資産：682千円
資産合計：79,583千円
流動負債：84,737千円
固定負債：119,935千円
負債合計：204,672千円

９. 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（取得による企業結合）
１. 企業結合の概要
①被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業の名称：Why株式会社
事業の内容：企業の情報システム部門向けの作業自動化ツール「Bundle」の展開

②企業結合を行った主な理由
Why株式会社がBundleの開発・提供において培ってきたアカウント管理のプロダクトやノウハウを

取り込むことで、当社の統合型クラウドERPにおける従業員データ管理機能、情報システム部門におけ
る情報管理、人事労務領域サービス全体の強化が見込めると判断したことから、株式取得を行うこと
といたしました。

③企業結合日
2023年６月30日

④企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得、及び当社を株式交付親会社とし、Why株式会社を株式交付子会社とす
る株式交付

⑤結合後企業の名称
結合後企業の名称に変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価とする株式取得、及び株式交付により議決権の100％を取得したことによるもので
す。

２. 当連結会計年度に係る連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
当連結会計年度は貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含まれておりません。

３. 被取得企業の取得原価及びその内訳
取得の対価（現金） 311,379千円
取得の対価（株式交付） 861,542千円
取得原価 1,172,921千円
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４. 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数
①株式の種類別の交換比率
Why株式会社の普通株式１株：当社の普通株式1.68株

②株式交換比率の算定方法
当社は、本株式交付に用いられる株式交付比率及び現金対価の検討に際し、その公平性・妥当性を

確保するため、当社及びWhy株式会社から独立したネクスパート・アドバイザリー株式会社(以下「ネ
クスパート」といいます。)を第三者算定機関として選定し、2023年4月13日付で、本株式交付に係
る株式価値算定報告書を取得いたしました。当社は、ネクスパートから提出を受けたWhy株式会社の
株式に係る株式交付比率及び現金対価の算定結果、及び、両社の財務の状況、資産の状況、将来の事
業活動の見通し等の要因を総合的に勘案し、検討を重ねた結果、最終的に、①「株式の種類別の交換
比率」に記載の株式交付比率が、ネクスパートが算定した株式交付比率のレンジ内であり、株主の利
益を損ねるものではなく、妥当であるとの判断に至りました。

③交付した株式数
224,359株

５. 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザーに対する報酬・手数料等 12,405千円

６. 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額
1,064,439千円

②発生原因
主として、Why株式会社の今後の事業展開により期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
10年間にわたる均等償却
なお、当該のれんの全額を減損処理しております。

７. のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳ならびに主要な種類別の加
重平均償却期間
該当事項はありません。
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８. 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額ならびにその主な内訳
流動資産：132,917千円
固定資産：-
資産合計：132,917千円
流動負債：24,435千円
固定負債：-
負債合計：24,435千円

９. 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

11．収益認識に関する注記
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、その主たる事業であるプラットフォーム事業において、「統合型経営プラットフォーム」
としてプロダクト・サービスを一体的に提供しております。当該プラットフォーム事業において、顧客との
契約から生じる収益は、一定の期間にわたり顧客に移転されるサービスから生じる収益と、一時点で顧客に
移転されるサービスから生じる収益によって構成されております。一定の期間にわたり顧客に移転されるサ
ービスから生じる収益には、サブスクリプション（継続課金）方式による収益が含まれます。また、一時点
で顧客に移転される財又はサービスから生じる収益には、導入支援サービスによる収益、金融事業による収
益等が含まれますが、当該収益の金額的重要性は現時点において乏しいと判断しております。
これらの点に加え、企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」第80-10項及び第80-11項、並び

に企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」第106-3項から第106-5項を総合
的に勘案し、収益の分解情報の記載を省略しております。

（２）顧客との契約から生じる収益と理解するための基礎となる情報
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(４)会計方針に関する事項 ⑦収

益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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（３）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約負債の残高等

当連結会計年度（千円）
契約負債（期首残高） 6,296,100
契約負債（期末残高） 8,940,008

(注）１．契約負債である前受収益は、顧客から契約期間分の料金を一括で受領すること等による前受収益で、
サービス提供期間にわたり売上高への振替がなされます。
(注）２．なお、当社グループでは、主に当初に予定される顧客との契約期間が１年以内であるため、残存履行
義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。

12．重要な後発事象
該当事項はありません。
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貸借対照表
（2023年６月30日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額
(資産の部)
流動資産 39,620,378

現金及び預金 34,939,902
売掛金 2,151,091
前払費用 989,209
関係会社短期貸付金 1,000,000
1年内回収予定の関係会社長
期貸付金 1,360,000
その他 526,419
貸倒引当金 △1,346,244

固定資産 1,807,739
有形固定資産 －
建物附属設備 110,573
減価償却累計額 △110,573
建物附属設備（純額） －

工具、器具及び備品 274,301
減価償却累計額 △274,301
工具、器具及び備品（純
額） －

投資その他の資産 1,807,739
投資有価証券 529,937
関係会社株式 188,196
敷金及び保証金 857,464
関係会社長期貸付金 77,200
その他 181,214
貸倒引当金 △26,273

資産合計 41,428,118

科 目 金 額
(負債の部)
流動負債 13,662,202

未払金 2,036,549
未払費用 2,362,651
未払法人税等 187,323
前受収益 8,687,176
賞与引当金 203,479
その他 185,022

固定負債 1,680,716
資産除去債務 1,529,496
株式報酬引当金 30,399
関係会社事業損失引当金 39,637
長期未払金 10,000
その他 71,182
負債合計 15,342,919

(純資産の部)
株主資本 25,733,715
資本金 25,640,623
資本剰余金 41,546,661
資本準備金 33,588,832
その他資本剰余金 7,957,829
利益剰余金 △41,453,287
その他利益剰余金 △41,453,287
繰越利益剰余金 △41,453,287

自己株式 △281
評価・換算差額等 130,470
その他有価証券評価差額金 105,385
繰延ヘッジ損益 25,085
新株予約権 221,012
純資産合計 26,085,198
負債純資産合計 41,428,118
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損益計算書
（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売上高 18,209,878
売上原価 2,990,012
売上総利益 15,219,865
販売費及び一般管理費 22,492,260
営業損失 7,272,394
営業外収益
受取利息 3,515
受取手数料 41,742
講演料等収入 844
債務消滅益 18,516
その他 11,369 75,988

営業外費用
株式交付費 988
匿名組合投資損失 66
投資事業組合運用損 14,757
為替差損 7,235
譲渡制限付株式報酬償却損 31,865
その他 290 55,203

経常損失 7,251,610
特別利益
新株予約権戻入益 219
抱合せ株式消滅差益 39,794
受取損害賠償金 8,243 48,257

特別損失
投資有価証券評価損 98,040
減損損失 2,325,813
関係会社事業損失引当金繰入額 39,637
貸倒引当金繰入額 639,636
関係会社株式評価損 1,891,925
その他 117,056 5,112,110

税引前当期純損失 12,315,463
法人税、住民税及び事業税 9,017 9,017
当期純損失 12,324,481
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株主資本等変動計算書
（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）

（単位：千円）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 24,724,300 32,672,510 7,957,829 40,630,339 △29,128,806 △29,128,806

当期変動額

新株の発行 747,951 747,951 747,951

新株予約権の行使 168,370 168,370 168,370

当期純損失 △12,324,481 △12,324,481

自己株式の取得
株主資本以外の項目
の当期変動額

当期変動額合計 916,322 916,322 916,322 △12,324,481 △12,324,481

当期末残高 25,640,623 33,588,832 7,957,829 41,546,661 △41,453,287 △41,453,287

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金 繰延ヘッジ損益

当期首残高 － 36,225,833 3,514 － 277,161 36,506,510

当期変動額

新株の発行 1,495,903 1,495,903

新株予約権の行使 336,741 336,741

当期純損失 △12,324,481 △12,324,481

自己株式の取得 △281 △281 △281
株主資本以外の項
目の当期変動額 101,870 25,085 △56,149 70,806

当期変動額合計 △281 △10,492,118 101,870 25,085 △56,149 △10,421,311

当期末残高 △281 25,733,715 105,385 25,085 221,012 26,085,198
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個別注記表
（自 2022年７月１日 至 2023年６月30日）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっ

ております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの)については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用
しております。

③デリバティブ
時価法によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 15年
工具、器具及び備品 ４～８年

②無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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（３）繰延資産の処理方法
株式交付費
支出時に全額費用処理しております。

（４）引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度末までに発生している

と認められる額を計上しております。
株式報酬引当金
役員への株式報酬制度における報酬支払いに備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。
関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上して

おります。
（５）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお
ります。

（６）のれんの償却方法及び償却期間
10年間の定額法により償却しております。

（７）収益及び費用の計上基準
当社の主たる事業のプラットフォーム事業においては、主にクラウドを利用した会計ソフト等のサービ

スを提供しております。これらのサービスについては、契約期間中、常にサービスが利用可能であり、当
該履行義務が時の経過にわたり充足されるため、契約期間に応じて期間按分し、収益を認識しております。
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（８）ヘッジ会計の処理
（1）ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ
いては振当処理によっております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段……………………………為替予約
②ヘッジ対象……………………………外貨建予定取引

（3）ヘッジ方針
為替相場変動に伴うリスクの軽減を目的に、将来の支払見込額等に基づき実施しており、投機的な

取引は行っておりません。
（4）ヘッジ有効性の評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件は同一であり、かつヘッジ開始以降も継続して相場変動を相
殺するものと想定できるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

２．会計方針の変更に関する注記
時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用
「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時

価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適
用することといたしました。これによる計算書類への影響はありません。

３. 表示方法の変更
（貸借対照表）

前事業年度において、「流動資産」の「その他」に含めて表示しておりました「関係会社短期貸付金」
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。
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４. 会計上の見積りに関する注記
（１）関係会社株式の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式 188,196千円

②識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
関係会社株式は、主に連結子会社であるWhy株式会社の株式です。
関係会社株式については、取得原価をもって貸借対照表価額としています。関係会社株式の評価

は、超過収益力を反映した実質価額を帳簿価額と比較し、実質価額の著しい低下の有無を判定して
おります。実質価額が著しく低下した場合には相当の減損処理を行っておりますが、回復する見込
があると認められる場合には減損処理を行わないことがあります。
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際の

関係会社の業績が見積りと異なる場合、翌事業年度の計算書類において、重要な影響を与える可能
性があります。

（２）固定資産の減損
①当事業年度の計算書類に計上した金額
減損損失 2,325,813千円

②識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
有形固定資産は、主に本社オフィスに係る建物附属設備等です。
当社は、事業単位を基準とした管理会計の区分に従って資産のグルーピングを行っており、プラ

ットフォーム事業の単一事業であることから、全社を一つの単位としてグルーピングを行っており
ます。有形固定資産及び無形固定資産について、減損の兆候があり減損損失を認識するかどうかの
判定を行う場合には、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額を見積
っております。
当事業年度末においては、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、固定資産に対して、主

要な資産の残存耐用年数を見積り期間とし、中長期経営戦略で想定している事業計画に基づく将来
キャッシュ・フローと固定資産の帳簿価額を比較した結果、有形固定資産及び無形固定資産を全額
減損処理しております。
また、翌事業年度に取得した固定資産については、資産計上したうえで減損損失を計上する可能

性があります。
（３）非上場株式の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額
投資有価証券（非上場株式） 4,196千円

②識別した項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）（2）非上場株式の評価の②識別した

項目にかかる重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した事項と同一であるため、記載
を省略しております。
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５．貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権又は金銭債務は次のとおりであります。
短期金銭債権 337,477千円
短期金銭債務 193,084千円

６．損益計算書に関する注記
（１）一般管理費に含まれる研究開発費 6,306,129千円

（２）関係会社との取引高
営業取引高
営業収入 2,198千円
営業費用 222,358千円

営業取引以外の取引高 48,001千円

（３）関係会社株式評価損
関係会社株式評価損の主な内容は、実質価額が著しく低下し、かつ回復可能性が認められない関係会社

株式の帳簿価額を、減額したことによる損失です。
フリーファイナンスラボ株式会社 205,017千円
Why株式会社 1,076,845千円
sweeep株式会社 610,062千円

（４）関係会社事業損失引当金繰入額
関係会社事業損失引当金繰入額は、関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を

勘案し、損失負担見込額を費用処理したことによるものです。
sweeep株式会社 39,637千円

（５）貸倒引当金繰入額
貸倒引当金繰入額は、当社連結子会社に対する貸付金に対して貸倒引当金を計上したものであります。

フリービズ株式会社 △7,621千円
フリーファイナンスラボ株式会社 156,488千円
フリーサイン株式会社 354,870千円
sweeep株式会社 135,898千円
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（６）抱合せ株式消滅差益
抱合せ株式消滅差益は、当社の連結子会社でありましたMikatus株式会社を吸収合併したことによるも

のであります。
Mikatus株式会社 39,794千円

（７）減損損失
当社は、以下の資産について減損損失を計上いたしました。
①減損損失を認識した資産

種類 減損損失
建物附属設備 1,786,578 千円
工具、器具及び備品 502,213 千円
のれん 20,000 千円
敷金及び保証金 16,321 千円
商標権 700 千円
②減損損失の認識に至った経緯

当事業年度において、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、のれん及びその他固定資産に
対して、主要な資産の残存耐用年数を見積り期間とし、中長期経営戦略で想定している事業計画に
基づく将来キャッシュ・フローと固定資産の帳簿価額を比較した結果、有形固定資産及び無形固定
資産を全額減損処理しております。

③資産のグルーピング方法
当社は、事業単位を基準とした管理会計の区分に従って資産のグルーピングを行っております。

④回収可能価額の算定方法
回収可能価額は使用価値によって測定しておりますが、将来キャッシュ・フローに基づく使用価値が

マイナスであるため、回収可能価額をゼロとしております。

７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数
普通株式 12,512株

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因は、税務上の繰越欠損金、関係会社株式評価損及び減価償却費等であり、繰

延税金負債の発生の原因は、為替予約及びその他有価証券評価差額金であります。
なお、繰延税金資産については、回収可能性を勘案した結果、全額を評価性引当額として計上しておりま

す。
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９. 関連当事者との取引に関する注記
（１）子会社等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有

(被所有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 フリーサイン
株式会社(注１)

(所有)
直接70

役員の兼任
商品の販売等

事業資金の
貸付け(注２) 1,200,000

１年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

(注４)
1,200,000

事業資金の
貸付けの利息 3,348 - -

商品の販売
(注３) 41,742 受取手数料 41,742

子会社
フリー

ファイナンスラボ
株式会社

(所有)
直接100

役員の兼任
経営管理

事業資金の
貸付け(注２) 2,000,000

関係会社
短期貸付金

(注４)
1,000,000

子会社 sweeep
株式会社

(所有)
直接100 経営管理 事業資金の

貸付け(注２) 160,000
１年内回収予
定の関係会社
長期貸付金

(注４)
160,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）2022年８月20日付で株式会社サイトビジットはフリーサイン株式会社に商号変更いたしました。
（注２）事業資金の貸付けについては、市場金利を勘案して両者の合意に基づき決定しております。
（注３）商品の販売について、価格その他の取引条件は、当社との関連を有しない他の当事者と同様の条件によ
っております。
（注４）子会社への貸付金に対し、1,335,384千円の貸倒引当金を計上し、当事業年度において647,257千円の
貸倒引当金繰入額を計上しております。

（２）役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等
の所有

(被所有)割合(％)
関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(千円) 科目 期末残高
(千円)

子会社 東後 澄人 (被所有)
直接1.5 当社取締役 新株予約権の

行使(注) 849 - -

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）当事業年度のストック・オプションの権利行使による払込金額を記載しております。
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10. 収益認識に関する注記
連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産 446円99銭
１株当たり当期純損失 215円40銭

12．重要な後発事象
該当事項はありません。

13．連結配当規制適用会社に関する注記
当社は、当事業年度の末日が最終事業年度の末日となる時後、連結配当規制適用会社となります。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年８月23日
フリー株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 杉 山 正 樹

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 有 吉 真 哉

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、フリー株式会社の2022年７月１日から2023年６月30日

までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
フリー株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算
書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合
は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独
で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード
を講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書

2023年８月23日
フリー株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉 山 正 樹

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 有 吉 真 哉

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フリー株式会社の2022年７月１日から2023年６

月30日までの第11期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお
ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手
続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎とな
る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード
を講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2022年７月１日から2023年６月30日までの第11期事業年度における取締役の職務
の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内

容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するととも
に、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内
部監査部門その他内部統制所管部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職
務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び
財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情
報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年８月25日
フリー株式会社 監査等委員会
常勤社外監査等委員内 藤 陽 子 ㊞
社外監査等委員 川 合 純 一 ㊞
社外監査等委員 浅 田 慎 二 ㊞

（注）常勤監査等委員内藤陽子、監査等委員川合純一及び監査等委員浅田慎二は、会社法第２条第15号及び
第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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